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新 旧

                    第２章　用地調査等業務の基本的処理方法                     第２章　用地調査等業務の基本的処理方法

                        第１節　用地調査等業務の実施手続                         第１節　用地調査等業務の実施手続

（施行上の義務及び心得） （施行上の義務及び心得）
第１０条 受注者は、用地調査等業務の実施に当たって、関連する関係諸法令及び条例等のほか、次の
各号に定める事項を遵守しなければならない。

第１０条 受注者は、用地調査等業務の実施に当たって、関連する関係諸法令及び条例等のほか、次の
各号に定める事項を遵守しなければならない。

　一　(略) 　一　（略）
　二　用地調査等業務で知り得た権利者等の事情及び成果物の内容は､他に漏らしてはならない。 　二　用地調査等業務で知り得た権利者側の事情及び成果物の内容は､他に漏らしてはならない。

三 用地調査等業務は権利者の財産等に関するものであり、補償の基礎又は損害等の有無の立証及び
費用負担額の算定の基礎となることを理解し、正確かつ良心的に行わなければならない。

三 用地調査等業務は権利者の財産等に関するものであり、補償の基礎又は損害等の有無の立証及び
費用負担額の算定の基礎となることを理解し、正確かつ良心的に行わなければならない。

　    また、実施に当たっては、権利者等に不信の念を抱かせる言動を慎まなければならない。 　    また、実施に当たっては、権利者に不信の念を抱かせる言動を慎まなければならない。
四 権利者等から要望等があった場合には、十分にその意向を把握した上で、速やか に、監督職員

に報告し、指示を受けなければならない。
四 権利者から要望等があった場合には、十分にその意向を把握した上で、速やかに、監督職員に報

告し、指示を受けなければならない。

（成果物） （成果物）
第２４条　受注者は、次の各号により成果物を作成するものとする。 第２４条　受注者は、次の各号により成果物を作成するものとする。
　一～三　（略） 　一～三　（略）
　（削る） 　四　容易に取りはずすことが可能な方法により編綴する。
２～４　（略） ２～４　（略）

（個人情報の取扱い） （個人情報の取扱い）

第３０条　受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、用地調査等業務実施についての個人情報の
取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平
成15年法律第57号）等関係法令のほか、発注者が別途定める取扱いに基づき、個人情報の漏えい、滅
失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければ
ならない。

第３０条　受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、用地調査等業務実施についての個人情報の取
扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成15
年法律第57号）、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号）等関係法令
のほか、発注者が別途定める取扱いに基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他
の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

                                第８章　消費税等調査 第８章　消費税等調査
（調査） （調査）
第１１０条  土地等の権利者等が消費税法第２条第４号に規定する事業者であるときの調査は、次に
掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否を判定等するために必要な資料を収
集することにより行うものとする。

第１１０条  土地等の権利者等が消費税法第２条第４号に規定する事業者であるときの調査は、次に
掲げる資料のうち消費税等の額又は消費税等相当額の補償の要否を判定等するために必要な資料を収
集することにより行うものとする。

  一　前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」   一　前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」
　二　基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 　二　基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」
　三　基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 　三　基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」
  四　消費税簡易課税制度選択届出書   四　消費税簡易課税制度選択届出書
  五　消費税簡易課税制度選択不適用届出書   五　消費税簡易課税制度選択不適用届出書
  六　消費税課税事業者選択届出書   六　消費税課税事業者選択届出書
  七　消費税課税事業者選択不適用届出書   七　消費税課税事業者選択不適用届出書
  八　消費税課税事業者届出書   八　消費税課税事業者届出書
  九　消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書   九　消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書
  十　法人設立届出書   十　法人設立届出書
  十一　個人事業の開廃業等届出書   十一　個人事業の開廃業等届出書
　十二　消費税の新設法人に該当する旨の届出書 　十二　消費税の新設法人に該当する旨の届出書
  十三　消費税課税事業者届出書（特定期間用）   十三　消費税課税事業者届出書（特定期間用）
  十四　特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴収簿等）   十四　特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴収簿等）
  十五　特定新規設立法人に該当する旨の届出書   十五　特定新規設立法人に該当する旨の届出書
  十六　高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書   十六　高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書
　十七　適格請求書発行事業者登録に係る通知書 　（新設）
　十八　適格請求書発行事業者登録に係る取消届出書 　（新設）
  十九　その他の資料   十七　その他の資料

用地調査等業務共通仕様書 新旧対照表
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　（削る） 第１２章　補償説明

（補償説明）
　 (削る) 第１３０条 補償説明とは、権利者に対し、土地の評価（残地補償を含む。）の方法、建物等の補償方

針及び補償額の算定内容（以下「補償内容等」という。）の説明を行うことをいう。

（概況ヒアリング等）

　（削る)
第１３１条 受注者は、補償説明の実施に先立ち、監督職員から当該事業の内容、取得等の対象となる
土地等の概要、移転の対象となる建物等の概要、各権利者の実情及びその他必要となる事項について説
明を受けるものとする。
２　（略）

（説明資料の作成等）

　（削る）
第１３２条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の
結果を踏まえ、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了したときは、その内容等につ
いて監督職員と協議するものとする。
　一～三　（略）

（権利者に対する説明）
　（削る） 第１３３条　権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。

  一～二　（略）
２　（略）

（記録簿の作成）

　（削る）
第１３４条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主
張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（様式第14号）に記載するものとする。

（説明後の措置）

　（削る）
第１３５条 受注者は、補償説明の現状及び権利者ごとの経過等を、必要に応じて、監督職員に報告す
るものとする。
２・３　（略）

第１２章　事業認定申請図書等の作成 第１３章　事業認定申請図書等の作成
（事業認定申請図書等の作成） （事業認定申請図書等の作成）

第１３０条　事業認定申請図書等の作成とは、次の各号に掲げる図書の作成をいうものとする。 第１３６条　事業認定申請図書等の作成とは、次の各号に掲げる図書の作成をいうものとする。

　一～三　（略） 　一～三　（略）

（事業認定申請図書の作成） （事業認定申請図書の作成）

第１３１条 事業認定申請図書の作成とは、土地収用法（昭和26年法律第219号。以下この章において
「法」という。）第16条に規定する事業の認定を受けることを前提として、法第18条の規定による事業
認定申請書及び添付書類（関係機関への意見照会書類を含む。）並びにこれに関連する参考資料を作成
することをいい、次の区分によるものとする。

第１３７条 事業認定申請図書の作成とは、土地収用法（昭和26年法律第219号。以下この章において
「法」という。）第16条に規定する事業の認定を受けることを前提として、法第18条の規定による事業
認定申請書及び添付書類（関係機関への意見照会書類を含む。）並びにこれに関連する参考資料を作成
することをいい、次の区分によるものとする。

　一～二　（略） 　一～二　（略）

（事業計画の説明） （事業計画の説明）
第１３２条 事業認定申請図書の作成に当たっては、当該事業認定申請に係る事業の目的、計画の概要
及び申請区間等について監督職員等から説明を受けるものとする。

第１３８条 事業認定申請図書の作成に当たっては、当該事業認定申請に係る事業の目的、計画の概要
及び申請区間等について監督職員等から説明を受けるものとする。

（現地踏査） （現地踏査）
第１３３条 事業認定申請図書の作成に当たって行う現地踏査においては、事業認定申請に係る起業地
を含む事業地の踏査を行うものとする。

第１３９条 事業認定申請図書の作成に当たって行う現地踏査においては、事業認定申請に係る起業地
を含む事業地の踏査を行うものとする。

（起業地の範囲） （起業地の範囲の検討）
第１３４条 起業地の範囲の検討は、事業認定申請区間に係る発注者が貸与する事業計画図を基に、本
体事業、附帯事業又は関連事業ごとに行うものとする。
２　（略）

第１４０条 起業地の範囲の検討は、事業認定申請区間に係る発注者が貸与する事業計画図を基に、本
体事業、附帯事業又は関連事業ごとに行うものとする。
２　（略）

（事業認定申請図書の作成方法） （事業認定申請図書の作成方法）
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第１３５条 事業認定申請図書は、法第18条並びに法施行規則（昭和26年建設省令第33号。以下この章
において「規則」という。）第２条及び第３条に定めるところに従うほか、別記５事業認定申請図書作
成要領により作成するものとする。

第１４１条 事業認定申請図書は、法第18条並びに法施行規則（昭和26年建設省令第33号。以下この章
において「規則」という。）第２条及び第３条に定めるところに従うほか、別記５事業認定申請図書作
成要領により作成するものとする。

（相談用資料の作成方法） （相談用資料の作成方法）

第１３６条 起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）の作成は、前
条の定めるところにより、法第20条の事業の認定の要件すべてに該当するように記載するものとし、以
下の事項について作成するものとする。この場合において、事前相談に必要と認める参考資料をあわせ
て作成するものとする。

第１４２条 起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）の作成は、前
条の定めるところにより、法第20条の事業の認定の要件すべてに該当するように記載するものとし、以
下の事項について作成するものとする。この場合において、事前相談に必要と認める参考資料をあわせ
て作成するものとする。

　一～七　（略） 　一～七　（略）

（相談用資料の添付図面の作成方法） （相談用資料の添付図面の作成方法）
第１３７条 起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）の添付図面の
作成は、第135条の定めるところにより、法第20条の事業の認定の要件すべてに該当するように記載する
ものとし、次に掲げるものから必要と認められる図面を作成するものとする。この場合において、事前
相談に必要と認める参考資料の添付図面をあわせて作成するものとする。

第１４３条 起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）の添付図面の
作成は、第141条の定めるところにより、法第20条の事業の認定の要件すべてに該当するように記載する
ものとし、次に掲げるものから必要と認められる図面を作成するものとする。この場合において、事前
相談に必要と認める参考資料の添付図面をあわせて作成するものとする。

一～九　（略） 一～九　（略）

（申請図書の作成） （申請図書の作成）
第１３８条 起業者が行う事業認定庁への事前相談の開始に伴う事業認定申請図書（案）の作成は、監
督職員の指示により既存の相談用資料を基に、既存の相談用資料の更新、補足等を行うものとする。

第１４４条 起業者が行う事業認定庁への事前相談の開始に伴う事業認定申請図書（案）の作成は、監
督職員の指示により既存の相談用資料を基に、既存の相談用資料の更新、補足等を行うものとする。

（裁決申請図書の作成） （裁決申請図書の作成）
第１３９条 裁決申請図書の作成とは、法第40条に規定する裁決申請図書及びこれに関連する参考資料
を作成することをいう。

第１４５条 裁決申請図書の作成とは、法第40条に規定する裁決申請図書及びこれに関連する参考資料
を作成することをいう。

（現地踏査） （現地踏査）
第１４０条 裁決申請図書の作成に当たっては、あらかじめ、裁決申請に係る現地の踏査を行うものと
する。

第１４６条 裁決申請図書の作成に当たっては、あらかじめ、裁決申請に係る現地の踏査を行うものと
する。

（裁決申請図書の作成方法） （裁決申請図書の作成方法）
第１４１条 裁決申請図書の作成は、法第40条に定める書類の作成をいい、主として次の項目について
行うものとし、監督職員が別途指示する作成要領等により作成するものとする。

第１４７条 裁決申請図書の作成は、法第40条に定める書類の作成をいい、主として次の項目について
行うものとし、監督職員が別途指示する作成要領等により作成するものとする。

　一～十　（略） 　一～十　（略）

（明渡裁決申立図書の作成） （明渡裁決申立図書の作成）
第１４２条 明渡裁決申立図書の作成とは、法第47条の３に規定する明渡裁決申立図書及びこれに関連
する参考資料を作成することをいう。

第１４８条 明渡裁決申立図書の作成とは、法第47条の３に規定する明渡裁決申立図書及びこれに関連
する参考資料を作成することをいう。

（現地踏査） （現地踏査）
第１４３条 明渡裁決申立図書の作成に当たっては、あらかじめ、明渡裁決の申立てに係る現地の踏査
を行うものとする。

第１４９条 明渡裁決申立図書の作成に当たっては、あらかじめ、明渡裁決の申立てに係る現地の踏査
を行うものとする。

（明渡裁決申立図書の作成方法） （明渡裁決申立図書の作成方法）
第１４４条 明渡裁決申立図書の作成は、法第47条の３に定める書類の作成をいい、主として次の項目
について行うものとし、監督職員が別途指示する作成要領等により作成するものとする。

第１５０条 明渡裁決申立図書の作成は、法第47条の３に定める書類の作成をいい、主として次の項目
について行うものとし、監督職員が別途指示する作成要領等により作成するものとする。

　一～七　（略） 　一～七　（略）

第１３章　地盤変動影響調査等 第１４章　地盤変動影響調査等
（地盤変動影響調査） （地盤変動影響調査）

第１４５条 地盤変動影響調査とは、直轄事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により建物その他
の工作物（以下この章において「建物等」という。）に損害等が生ずるおそれがあると認められる場合
に、工事の着手に先立ち又は工事の施行中に行う建物等の配置及び現況の調査（以下「事前調査」とい
う。）並びに工事の施行に起因する地盤変動により損害等が生じた建物等の状況の調査（以下「事後調
査」という。）をいう。

第１５１条 地盤変動影響調査とは、直轄事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により建物その他
の工作物（以下この章において「建物等」という。）に損害等が生ずるおそれがあると認められる場合
に、工事の着手に先立ち又は工事の施行中に行う建物等の配置及び現況の調査（以下「事前調査」とい
う。）並びに工事の施行に起因する地盤変動により損害等が生じた建物等の状況の調査（以下「事後調
査」という。）をいう。

（調査） （調査）
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第１４６条 地盤変動影響調査は、地盤変動影響調査算定要領（平成24年３月30日付け国土用第51号土
地・建設産業局地価調査課長通知）により行うものとする。
２　（略）

第１５２条 地盤変動影響調査は、地盤変動影響調査算定要領（平成24年３月30日付け国土用第51号土
地・建設産業局地価調査課長通知）により行うものとする。
２　（略）

（水準測量） （水準測量）
第１４６条の２ 地盤変動影響調査算定要領第９条第２項の水準測量は、事前調査及び事後調査時にお
いて、既存の基準となる点（公共水準点並びに沈下等の恐れのない堅固な物件）から工事の影響を受け
ない箇所に任意の点を選点・設置し、その点を基に対象となる建物等基礎の計測を行い、次の各号に掲
げる資料を作成するものとする。なお、既存の基準となる点については検測し使用することとし、任意
の点の設置及び建物基礎等の計測にあたっては、往復観測するものとする。
　一～四　（略）
２　（略）

第１５２条の２ 地盤変動影響調査算定要領第９条第２項の水準測量は、事前調査及び事後調査時にお
いて、既存の基準となる点（公共水準点並びに沈下等の恐れのない堅固な物件）から工事の影響を受け
ない箇所に任意の点を選点・設置し、その点を基に対象となる建物等基礎の計測を行い、次の各号に掲
げる資料を作成するものとする。なお、既存の基準となる点については検測し使用することとし、任意
の点の設置及び建物基礎等の計測にあたっては、往復観測するものとする。
　一～四　（略）
２　（略）

（費用負担の要否の検討） （費用負担の要否の検討）
第１４７条 損害等をてん補するために必要な費用負担の要否の検討は、発注者が事前調査及び事後調
査の結果を比較検討する等をして、損傷箇所の変化又は損傷の発生が直轄事業に係る工事の施行による
ものと認められるものについて、建物等の全部又は一部が損傷し、又は損壊することにより、建物等が
通常有する機能を損なっているものであるかの検討を行うものとする。
２　（略）

第１５３条 損害等をてん補するために必要な費用負担の要否の検討は、発注者が事前調査及び事後調
査の結果を比較検討する等をして、損傷箇所の変化又は損傷の発生が直轄事業に係る工事の施行による
ものと認められるものについて、建物等の全部又は一部が損傷し、又は損壊することにより、建物等が
通常有する機能を損なっているものであるかの検討を行うものとする。
２　（略）

（費用負担額の算定） （費用負担額の算定）
第１４８条 損害等が生じた建物等の費用負担額の算定は、地盤変動影響調査算定要領により行うもの
とする。
２　（略）

第１５４条 損害等が生じた建物等の費用負担額の算定は、地盤変動影響調査算定要領により行うもの
とする。
２　（略）

（費用負担の説明） （費用負担の説明）
第１４９条　費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等
の損害等に係る費用負担の有無、費用負担額の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説
明を行うことをいう。

第１５５条 費用負担の説明とは、直轄事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等
の損害等に係る費用負担額の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをい
う。

（概況ヒアリング等） （概況ヒアリング等）
第１５０条 受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、監督職員から、当該事業の計画概要、被害発
生の時期、費用負担の対象となる建物等の概要、損傷の状況、権利者ごとの費用負担の内容等、実情及
びその他必要となる事項について説明を受け、概況を把握するものとする。

第１５６条 受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、監督職員から当該工事の内容、被害発生の時
期、費用負担の対象となる建物等の概要、損傷の状況、費用負担の内容等、各権利者の実情及びその他
必要となる事項について説明を受けるものとする。

２　受注者は、現地踏査及び概況ヒアリングを行った後に費用負担の説明の対象となる権利者等に対
し、面接等により費用負担の説明を行うことについての協力を依頼するものとする。

２ 受注者は、現地踏査後に費用負担の説明の対象となる権利者等と面接し、費用負担の説明を行うこ
とについての協力を依頼するものとする。

（説明資料の作成等） （説明資料の作成等）
第１５１条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の
結果を踏まえ、監督職員の指示により、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了した
ときは、その内容等について監督職員と協議するものとする。

第１５７条 権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の
結果を踏まえ、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了したときは、その内容等につ
いて監督職員と協議するものとする。

　一～三　（略） 　一～三　（略）

（権利者に対する説明） （権利者に対する説明）
第１５２条 権利者に対する説明は、監督職員の指示により、次の各号に掲げる業務を行うものとす
る。

第１５８条　権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。

一 権利者との面接は、２名以上の者を一組として行うこと。ただし、やむを得ず面接以外の方法に
よる場合は、あらかじめ監督職員にその方法等について確認すること。

　一　２名以上の者を一組として権利者と面接すること。

二 権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その他必要な事項について了解を得て
おくこと。

二 権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その他必要な事項について了解を得て
おくこと。

２　（略） ２　（略）

（記録簿の作成） （記録簿の作成）
第１５３条 受注者は、権利者と面接等により説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利
者の主張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（様式第14号）に記載するものとする。

第１５９条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主
張又は質疑の内容等を補償説明記録簿（様式第14号）に記載するものとする。

（説明後の措置） （説明後の措置）
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第１５４条 受注者は、費用負担の説明の現状及び権利者ごとの経過等を、必要に応じて、監督職員に
報告するものとする。
２・３　（略）

第１６０条 受注者は、費用負担の説明の現状及び権利者ごとの経過等を、必要に応じて、監督職員に
報告するものとする。
２・３　（略）

第１４章　管理担当課への引継図書の作成 第１５章　管理担当課への引継図書の作成
（公図等の転写） （公図等の転写）
第１５５条　公図等の転写は、第41条を準用して作成するものとする。 第１６１条　公図等の転写は、第41条を準用して作成するものとする。

（公図等転写連続図作成） （公図等転写連続図作成）
第１５６条　転写した地図は、転写連続図を作成し、次の事項を記入するものとする。 第１６２条　転写した地図は、転写連続図を作成し、次の事項を記入するものとする。
  一　（略）   一　（略）
  二　第157条第３号で調査した登記名義人の氏名等   二　第163条第３号で調査した登記名義人の氏名等
  三　（略）   三　（略）

（土地の登記記録調査） （土地の登記記録調査）
第１５７条　土地の登記記録調査は、第155条で作成した地図から監督職員が指示する範囲の土地に関わ
る次の各号に掲げる登記事項について行うものとする。

第１６３条　土地の登記記録調査は、第161条で作成した地図から監督職員が指示する範囲の土地に関わ
る次の各号に掲げる登記事項について行うものとする。

  一～五　（略）   一～五　（略）

（実測平面図等の整理） （実測平面図等の整理）
第１５８条 受注者は、前条による調査をもとに、発注者が支給する用地実測図等に地番、地積等監督
職員の指示する事項を記入し整理するものとする。

第１６４条 受注者は、前条による調査をもとに、発注者が支給する用地実測図等に地番、地積等監督
職員の指示する事項を記入し整理するものとする。

（土地買取調書の作成） （土地買取調書の作成）
第１５９条　受注者は、第157条により調査した事項を、土地買取調書（様式第22号）に記載するものと
する。なお、土地買取調書の編綴は、大字及び字ごとに地番順で行うものとする。

第１６５条　受注者は、第163条により調査した事項を、土地買取調書（様式第22号）に記載するものと
する。なお、土地買取調書の編綴は、大字及び字ごとに地番順で行うものとする。

第１５章　写真台帳の作成 第１６章　写真台帳の作成
（写真台帳の作成） （写真台帳の作成）
第１６０条 受注者は、第６章、第７章、第９章、第10章及び第13章に定める調査等と併せて、次の各
号に定めるところにより、写真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成するものとする。

第１６６条 受注者は、第６章、第７章、第９章、第10章及び第14章に定める調査等と併せて、次の各
号に定めるところにより、写真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成するものとする。

　一～四　（略） 　一～四　（略）
五 第９章、第10章及び第13章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、監督職員の指示により前

各号に準じて行うものとする。
五 第９章、第10章及び第14章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、監督職員の指示により前

各号に準じて行うものとする。
六 第13章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、地盤変動影響調査算定要領により行うものと

する。
六 第14章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、地盤変動影響調査算定要領により行うものと

する。
 ２・３　（略）  ２・３　（略）

第１６章　土地調書及び物件調書の作成等 第１７章　土地調書及び物件調書の作成等
（土地調書等の作成） （土地調書等の作成）
第１６１条 受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める業務の成果物により、土地調書
（様式第15号）及び物件調書（様式第16号）を作成するものとする。

第１６７条 受注者は、第３章、第４章、第６章及び第７章に定める業務の成果物により、土地調書
（様式第15号）及び物件調書（様式第16号）を作成するものとする。
  三　（略）
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様式第 12 号（第 111 条関係） 

消 費 税 等 調 査 表 

  （１／２） 調査者  年月日  

      都道      郡                     町 

      府県           市      区      村      大字  

調査対象者 

住   所 
    都道     郡          町 

    府県         市      村    大字 

氏 名 又 は 

法人・代表者名 
 

調 査 対 象 物 件 名 ・ 用 途 調 査 対 象 物 件 の 資 産の 区 分 

   □ 事業用資産 

  □ 家事共用資産 

基準期間     年   月   日  ～   年   月   日 

前年(個人)又は 

前事業年度 
    年   月   日  ～   年   月   日 

 

 

調 

査 

・ 

収 

集 

し 

た 

資 

料 

 □ 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 □ 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 □ 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

 □ 消費税簡易課税制度選択届出書 

 □ 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

 □ 消費税課税事業者選択届出書 

 □ 消費税課税事業者選択不適用届出書 

 □ 消費税課税事業者届出書 

 □ 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

 □ 法人設立届出書 

 □ 個人事業の開廃業等届出書 

 □ 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

 □ 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

 □ 特定期間の給与等支払額に係る書類(支払明細書(控)､源泉徴収簿等) 

 □ 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

 □ 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書 

 □ （新設） 

 □ （新設） 

 □ その他の資料 

  (注) 1 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

    2 本調査表には、消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準）を添付すること。 

 

様式第 12 号（第 111 条関係） 

消 費 税 等 調 査 表 

  （１／２） 調査者  年月日  

      都道      郡                     町 

      府県           市      区      村      大字  

調査対象者 

住   所 
    都道     郡          町 

    府県         市      村    大字 

氏 名 又 は 

法人・代表者名 
 

調 査 対 象 物 件 名 ・ 用 途 調 査 対 象 物 件 の 資 産の 区 分 

   □ 事業用資産 

  □ 家事共用資産 

基準期間     年   月   日  ～   年   月   日 

前年(個人)又は 

前事業年度 
    年   月   日  ～   年   月   日 

 

 

調 

査 

・ 

収 

集 

し 

た 

資 

料 

 □ 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 □ 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」 

 □ 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」 

 □ 消費税簡易課税制度選択届出書 

 □ 消費税簡易課税制度選択不適用届出書 

 □ 消費税課税事業者選択届出書 

 □ 消費税課税事業者選択不適用届出書 

 □ 消費税課税事業者届出書 

 □ 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書 

 □ 法人設立届出書 

 □ 個人事業の開廃業等届出書 

 □ 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 

 □ 消費税課税事業者届出書（特定期間用） 

 □ 特定期間の給与等支払額に係る書類(支払明細書(控)､源泉徴収簿等) 

 □ 特定新規設立法人に該当する旨の届出書 

 □ 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書 

□ 適格請求書発行事業者登録に係る通知書 

□ 適格請求書発行事業者登録に係る取消届出書 

 □ その他の資料 

  (注) 1 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

    2 本調査表には、消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準）を添付すること。 
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消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準） 
 
 
  ＳＴＡＲＴ 
                                                                                                                     

 
基準期間の課税売上高が 
 
1,000 万円以下か 

 
NO〔課税事業者〕 

 
基準期間の課税売上高が 5,000 万円 
 

以下か 

 
NO 

 
課税売上割合が 95％以上か 
 

つ課税売上高が５億円以下か 

 
法 人 か 

 

YES 

        NO 
                                    YES                                                                                  YES          NO         
                                                                                         YES          
 
 
個人事業者の 
 
事業用資産か 

 
YES                                            YES 
 
                                   

 

簡易課税制度を選択しているか 

 
NO 

  

課税事業者を選択しているか 

  YES 

   NO   
   〔家事用資産〕 

                                 NO 
                                〔免税事業者〕  

課消 
税費 
仕税 
入額 
れを 
等区 
に分 
係す 
るる 

                        
  

特定期間の課税売上高又は給与等

支払額の合計額が 1,000 万円以下

か 

 
イ 課税売上にのみ対応するものか  

  
YES 

 

仕入控除税額の計

算方法は、個別対 

応方式か 

 NO 

 ロ 非課税売上にのみ対応するものか  
               YES 

 
                                    

 

ハ イ及びロに共通するものか 
  NO 

             一括比例 
             配分方式   

 
 

消費税等相当額の全部を補償 
 

消費税等相当額の補償不要 
 

 
消費税等相当額の一部を補償 

 

 
（注）① 消費税等相当額とは、消費税及び地方消費税相当額をいう。 

② 上記フローは、消費税等相当額補償の要否判定の目安であるため、収集資料等により補償の要否を個別に調査・判断の上、適正に損失の補償等を
算定するものとする。 

③ 消費税等相当額の要否判定経路を朱書き等で記入するものとする。 

消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準） 
 
 
  ＳＴＡＲＴ 
                                                                                                                     

 
基準期間の課税売上高が 
 
1,000 万円以下か 

 
NO〔課税事業者〕 

 
基準期間の課税売上高が 5,000 万円 
 

以下か 

 
NO 

 
課税売上割合が 95％以上か 
 

つ課税売上高が５億円以下か 

 
法 人 か 

 

YES 

        NO 
                                    YES                                                                                  YES          NO         
                                                                                         YES          
 
 
個人事業者の 
 
事業用資産か 

 
YES                                            YES 
 
                                   

 

簡易課税制度を選択しているか 

 
NO 

 課税事業者を選択しているか、又は適格請

求書発行事業者の登録を受けているか 

YES 

   NO   
   〔家事用資産〕 
                                 NO 
                                〔免税事業者〕 

 
課消 
税費 
仕税 
入額 
れを 
等区 
に分 
係す 
るる 

                        

  
特定期間の課税売上高又は給与等

支払額の合計額が 1,000 万円以下

か 

 
イ 課税売上にのみ対応するものか  

  
YES 

 

仕入控除税額の計

算方法は、個別対 

応方式か 

 NO 

 ロ 非課税売上にのみ対応するものか  

 

 

 

               YES 
 

                                    

 

ハ イ及びロに共通するものか 
  NO 

             一括比例 
             配分方式   

 
 

消費税等相当額の全部を補償 
 

消費税等相当額の補償不要 
 

 
消費税等相当額の一部を補償 

 

 
（注）① 消費税等相当額とは、消費税及び地方消費税相当額をいう。 

② 上記フローは、消費税等相当額補償の要否判定の目安であるため、収集資料等により補償の要否を個別に調査・判断の上、適正に損失の補償等を
算定するものとする。 

③ 消費税等相当額の要否判定経路を朱書き等で記入するものとする。 



新 旧

 

 

       

                                  

                                     

 

    
                    

                        

 

 
 

  

     

    

                       

 

 
                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

     

      

 

 

 

       

                                  

                                     

 

    
                    

                        

 

 
 

  

     

    

                       

 

 
                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  

  

   

     

      

 

様式第 14 号（第 134 条,第 159 条関係） 

 

補 償 説 明 記 録 簿 

説 明 場 所  

説明年月日       年   月   日 時  間 自      至 

出 
席 
者 

説明者 
 

 

相手方 
 

 
 

説 
 

明 
 

内 
 

容 
 

及 
 

び 
 

質 
 

疑 
 

 

 

 
 

特 
 

記 
 

事 
 

項 
 

 

 

総括監督員 主任監督員 監督員 主任担当者 担当技術者  

                                                           

(注) 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

 

様式第 14 号（第 153 条関係） 

 

補 償 説 明 記 録 簿 

説 明 場 所  

説明年月日       年   月   日 時  間 自      至 

出 
席 
者 

説明者 
 

 

相手方 
 

 
 

説 
 

明 
 

内 
 

容 
 

及 
 

び 
 

質 
 

疑 
 

 

 

 
 

特 
 

記 
 

事 
 

項 
 

 

 

総括監督員 主任監督員 監督員 主任担当者 担当技術者  

                                                           

(注) 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 

 



新 旧

様式第 15 号（第 167 条関係） 

 

 

土  地  調  書 

 

国土交通省が施行する       工事のために必要な土地について下記のとおり調書を

作成する。 

 

          年  月  日 

                              事務所長              

                              調査責任者氏名           

 

下記記載事項に誤りがないことを確認する。 

 

                年  月  日  土地所有者住所           

氏名又は名称                  

 

                年  月  日  関係人住所               

氏名又は名称                  

 

記 

 
都   郡   町        
府     区     地内   
県   市   村        

大字 字 地番 

公   簿 
取得し、又は使 

用しようとする 

土地      

所有権以外の 

権利のうち用 

益物権等   

所有権以外の 

権利のうち担 

保物権等   摘 要 

地 目 地 積 
現  況 

地  目 
面  積 種 類 

権利者の 

氏  名 
種 類 

権利者の 

氏    名 

            

            

            

            

            

            

 

様式第 15 号（第 161 条関係） 

 

 

土  地  調  書 

 

国土交通省が施行する       工事のために必要な土地について下記のとおり調書を

作成する。 

 

          年  月  日 

                              事務所長              

                              調査責任者氏名           

 

下記記載事項に誤りがないことを確認する。 

 

                年  月  日  土地所有者住所           

氏名又は名称                  

 

                年  月  日  関係人住所               

氏名又は名称                  

 

記 

 
都   郡   町        
府     区     地内   
県   市   村        

大字 字 地番 

公   簿 
取得し、又は使 

用しようとする 

土地      

所有権以外の 

権利のうち用 

益物権等   

所有権以外の 

権利のうち担 

保物権等   摘 要 

地 目 地 積 
現  況 

地  目 
面  積 種 類 

権利者の 

氏  名 
種 類 

権利者の 

氏    名 

            

            

            

            

            

            

 



新 旧

様式第 16 号（第 167 条関係） 

 

 

物  件  調  書 

 
 

取得 
国土交通省が施行する        工事のため、移転の対象となる物件について、下記 

使用 
のとおり調書を作成する。 

 

          年  月  日 

                              事務所長              

                              調査責任者氏名           

 

下記記載事項に誤りがないことを確認する。 

 

                年  月  日  物件所有者住所            

氏名又は名称                 

 

                年  月  日  関係人住所               

氏名又は名称                 

 

記 

 

都   郡   町        
府     区     地内   
県   市   村        

大字 字 地番 種類 
形状 

寸法 
単位 数量 

所有権以外の権 

利の種類 

関係人の 

氏名 

土地所有 

者の氏名 

移転義務 

の有無 
摘 要 

            

            

            

            

            

            

            

 

様式第 16 号（第 161 条関係） 

 

 

物  件  調  書 

 
 

取得 
国土交通省が施行する        工事のため、移転の対象となる物件について、下記 

使用 
のとおり調書を作成する。 

 

          年  月  日 

                              事務所長              

                              調査責任者氏名           

 

下記記載事項に誤りがないことを確認する。 

 

                年  月  日  物件所有者住所            

氏名又は名称                 

 

                年  月  日  関係人住所               

氏名又は名称                 

 

記 

 

都   郡   町        
府     区     地内   
県   市   村        

大字 字 地番 種類 
形状 

寸法 
単位 数量 

所有権以外の権 

利の種類 

関係人の 

氏名 

土地所有 

者の氏名 

移転義務 

の有無 
摘 要 

            

            

            

            

            

            

            

 



新 旧

様式第 22 号（第 165 条関係） 

土 地 買 取 調 書 

県        区      

   市    町      地内 

郡        村    

大   字
 

字
 

地   番
 

地   目
 地    積（㎡） 

前所有者名
 

摘    要
 

公   簿 実  測 

        

 (注) 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番横とする。 

様式第 22 号（第 159 条関係） 

土 地 買 取 調 書 

県        区      

   市    町      地内 

郡        村    

大   字
 

字
 

地   番
 

地   目
 地    積（㎡） 

前所有者名
 

摘    要
 

公   簿 実  測 

        

 (注) 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番横とする。 
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